
「国と地方の協議」(平成２９年秋)規制の特例措置に関する協議結果
内閣府地方創生推進事務局

１回目 C － －

認知症対応型共同生活介護事業者は、その利用
者に対して、利用者の負担により、当該共同生活
住居における介護従事者以外の者による介護を
受けさせてはならない。

　認知症対応型共同生活介護における加算の水準を含めた介護報酬
については、介護給付費分科会の次期報酬改定（平成30年度）にか
かる検討のなかで議論がなされたところである。
　その中で、ご提案の福祉用具の貸与については、一部の委員より、
認知症対応型共同生活介護利用者が他の居宅サービス利用を認め
ることに肯定的な意見がある一方、
　・　現状でも約７割の事業所が「個々人の容態に応じた適切な福祉用
具の提供ができている」との調査結果があるため、そのような対応は
必要ないとの意見や
　・　現状では福祉用具の費用を基本報酬により対応していることか
ら、他の居宅サービス利用を認めるのであれば基本報酬を減算するこ
とも含めて検討が必要
等の意見があり、平成30年度介護報酬改定に関する審議報告には盛
り込まれなかったことから、平成30年度介護報酬改定では対応しない
こととなった。
　また、入居者の医療ニーズへ対応するための看護体制については、
現在も事業所における一定の看護体制を介護報酬の加算で評価して
いるところであるが、近年、医療的ケアが必要な利用者が増加してい
るとの調査結果もあることから、医療的ケアが必要な利用者に適切に
対応できるよう、事業所内に看護職員を配置している事業所に対する
介護報酬上の評価を拡充することとしている。これにより、ご提案にあ
るように、入居者の状態の変化に応じた医療ニーズへの対応が可能と
なるようサービス提供体制を整えることができるものと考える。

d

・　高齢者が身近な地域で生活を継続するためには、多様なサービス
の提供・展開が必要であることから、本県は、認知症対応型共同生活
介護（グループホーム）において、入居者のニーズに応じてきめ細かく
サービスを提供できるよう環境を整備すべきと提案しているところであ
る。

・　認知症高齢者への対応をより適切に行うための対応策の一つして
本県の提案は有効かつ効果的であると考えており、特区内にこだわ
らず全国で実施しても差し支えないものと考えていることから、介護給
付費分科会の次期報酬改定に向けた議論を注視してきた。

・　同分科会での議論の結果、平成30年度介護報酬改定において、
看護体制の整備について、医療的ケアが必要な利用者に適切に対
応できるよう、事業所内に看護職員を配置している事業所に対する介
護報酬上の評価を拡充（医療連携体制加算を拡充）することとされた
ことは、本県が提案する入居者のニーズに応じてきめ細かなサービス
が提供できる環境の整備に向けて、一定の進展があったものと考え
る。

・　一方、福祉用具の貸与については、次期介護報酬改定では対応し
ないこととされたが、同分科会での議論の中には「グループホーム側
で全ての利用者に合った福祉用具を用意するというよりも、レンタル
でその人に合った福祉用具を使うほうがなじむことは確かであり、そ
れに対応できるたてつけを検討することも必要」といった、本県の提案
に肯定的な意見もあったと受け止めている。

・　今般の介護保険給費分科会の議論の結果や、報酬改定における
介護報酬上の評価の拡充による入居者の状態変化に応じた医療
ニーズに対応可能なサービス提供体制整備への効果を踏まえ、再提
案について検討したい。

厚生労働省から示された見解について、指定自治体は一定の理解を示しているため、協
議を一旦終了する。 ⅳ
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認知症対応型共同生
活介護利用者の居宅
サービス利用

　住み慣れた身近な地域にあるグループホー
ムで高齢者が安心して暮らし続けるため、外
部から居宅サービスの提供を受ける必要があ
る場合に、認知症対応型共同生活介護事業
者がその費用を負担しなければならない現行
制度を見直し、福祉用具貸与や訪問看護など
の利用を認め、介護報酬の対象とすること。
　入居者の居宅サービスの利用が難しいので
あれば、入居者の状態の変化（重度化、医療
的ケアの必要など）に対して、事業所の負担
で個別に福祉用具貸与や訪問看護が提供で
きる新たなサービス体制を整える事業所に対
して個別加算する仕組みを構築すること。
　これにより、グループホームでのサービスが
多様化し、入居者は状態の変化に応じた適切
なサービスを受けることができるようになり、
ひいては、地域包括ケアの理念にも合致し、
総合特区の目的である地域共生型社会の実
現に寄与するものと考える。

　高齢者が身近な地域で生活を継
続するためには、多様なサービスの
提供・展開が必要である。
　認知症対応型グループホームに
おいて、入居者のニーズに応じてき
め細かくサービスを提供できるよう
環境を整備することが課題解決に
資するものと考える。

厚生労働省

担当省庁の見解

【担当省庁の見解における対応欄内容】
　Ａ－１：指定自治体の提案どおり総合特区で実施　Ａ－２：全国展開で実施　Ｂ：条件を提示して実施　Ｃ：代替案の提示

Ｄ：現行法令等で対応可能　Ｅ：対応しない　Ｆ：各省が今後検討　Ｚ：指定自治体が検討

指定自治体の回答

【指定自治体の回答における対応欄内容】
　ａ:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れらない　ｄ：その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣府整理

　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　  　  　　　【整理フラグ欄内容】
ⅰ：取組を実現するため、法令等の措置を行うことについて国と地方で合意に至ったもの
ⅱ：取組を実現するため、法令等の措置を行うという方向性について合意に至り、一部条件等を
　　詰めるための協議を継続するもの
ⅲ：現行制度においても取組の実現が可能であることについて国と地方で合意に至ったもの
ⅳ：自治体は省庁から提示された見解を受け入れたが、必要が生じた場合に改めて協議を行うもの
ⅴ：一旦協議を終了し、再提案に向けて提案者側で再検討を行うもの
ⅵ：国と地方の間に見解の相違があり、合意に至らなかったもの
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